
回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答
1154 2 入札公告 6 4　(5)　手続きにおける交渉 回答の『「事業契約(案)」等』の「等」には、要求水準書など事業者の業務内容を具体的に定める

書類も含まれるのでしょうか。そうであれば、本件の事業規模を考えますと、基本協定締結後2ヶ
月以内に契約書を含めたその他の書類を落札者の提案にあわせて調整して契約締結に至ることはき
わめて難しいように考えられます。このような事情を考慮され、事業契約締結までの期間を延長す
ることを検討される余地はないのでしょうか。

本件の事業契約締結は、他の事業のスケジュールに影響を与えかねないため、現時点で契約締結ま
での期間を延長することは考えていない。

1155 15 入札説明書 10 8.本件入札説明書に対する質問 契約書案の修正版を公表する予定はありますでしょうか。もしあるとすれば、具体的にいつ頃にな
りますでしょうか。

公表済みの訂正表の内容を踏まえ、事業契約書（案）を近日中に公表する。

1156 17 入札説明書 14 16.基本協定書の締結 基本協定書の締結期間については国の書面による承諾を得た場合には延長できるとのことですが、
事業契約の締結についても同様と考えてよろしいでしょうか。

本件の事業契約締結は、他の事業のスケジュールに影響を与えかねないため、現時点で契約締結ま
での期間を延長することは考えていない。

1157 24及び25 資料1 4 第4条 民間収益施設についての「法律上の制限」とは具体的にはどのような制限か。回答No.31の「PFI法
上当該第三者に国有財産の貸付を行うことはできない。」という制限以外に制限はありますか。

当面想定される「法律上の制限」については、お考えのとおりである。

1158 26 資料1 4 第4条3項　事業の概要 ③の回答についての質問ですが、この場合競落人が準共有の借地権を持つことが出来ないため、借
地契約は競落の時点で終了し、競落人もしくは事業者が借地借家法にもとづく建物買取請求権を持
つと理解してよろしいでしょうか。

競落人は準共有の借地権を持つことはできないが、競落人または事業者に借地借家法に基づく建物
買取請求権は生じないものと考えている。

1159 26及び31 資料1 4 第7条 民間収益施設に抵当権等が設定され、その実行により競落された場合、競落人は準共有の借地権を
持つことができないとのことですが、その場合競落人は、国に補償請求できるのでしょうか？

そのような場合、競落人が国に対して補償請求することはできない。

1160 30 資料１ 5 第7条 権利義務の譲渡 PFI事業者の国に対する債権（施設費の割賦債権、維持管理・運営費債権、その他費用債権）のう
ち、本件施設費等の割賦債権のみを第三者に譲渡することについては、国は留保条件付きで承諾す
るという理解でよろしいでしょうか。

個別事案に即し判断することとする。

1161 31 資料1 5 第7条　権利義務の譲渡等 ご回答の但し書きの場合、民間収益施設（土地利用権を含む）をめぐる国、第三者及び事業者間の
法律関係はどのように考えればよろしいのでしょうか。

質問の趣旨が不明であるが、担保権の実行により第三者が民間収益施設（建物）の所有権を取得す
ることは可能である。しかし、その場合でもPFI法上当該第三者が民間収益施設の底地部分（国有
財産たる土地）の借地権を取得することは不可能である。

1162 31 資料１ 5 第7条　権利義務の譲渡等 「民間収益施設に設定された担保権の実行に伴い所有権が第三者に譲渡された場合でも、PFI法上
当該第三者に国有財産の貸付を行うことはできない」と回答されていますが、「PFI法上当該第三
者に国有財産の貸付を行うことは出来ない」という意味は、仮に、建物だけの担保権の設定・実行
を認め、国有財産である土地は建物の所有権移転には伴わないという主旨であるならば、担保権の
実行、並びに所有権の第三者への移転は現実的には認められないように解釈し得るものと思われま
す。一方で、本案件では一つのSPCがPFI事業と民間収益事業との2つの事業を行いつつ、双方のリ
スクを分離するストラクチャーを要求されておりますが、民間収益施設にかかわるリスクがPFI事
業に影響を与えないという観点からすると、現状の権利義務の規定では実質的なリスクの切り分け
は極めて難しいものと考えます。

PFI事業と民間収益事業の可能なかぎりの事業リスクの分離に関するご提案をされたい。

1163 33 資料1 6 第9条2　法令に定める許認可の取得等 増加費用の範囲について、個別協議ではなく、契約締結までに一般的な範囲を示して、事業契約の
内容として規定することは可能でしょうか。契約締結時点でおおよその国の負担の範囲がわからな
いと、民間事業者側のリスクの評価が困難となりますし、資金調達にも差し支えます。

国の責による事由の内容によって個別具体的に判断すべきものであり、その内容が判然としない段
階において一般的な範囲を示すことは困難であることから、契約内容とすることは考えていない。

1164 36 資料1 7 第14条　市街地再開発事業との調整等 ご回答の「国が必要があると認める場合」はいかなる場合であるか、例示等で具体的にお示しいた
だけませんでしょうか。

本件事業等の工期の調整や設計変更が必要となり、当初の条件から変更になったと合理的に判断さ
れる場合である。

1165 40 資料1 8 （都市計画の見直し）第15条 回答No40の内容は、最終的に事業契約の本文に反映されますでしょうか。 回答No.40により解釈は示しているため、条文修正は行わない。
1166 40及び41～

51
資料1 8 第16条（都市計画の見直し等） 回答NO.40にて「国及び事業者のいずれの責めにも帰さない事由による都市計画決定の遅延は、法

令変更は第94条により、その他の場合は不可抗力として取扱う」とありますが、一方NO.41～51で
は「国及び事業者に生じた増加費用は各自の負担」とされております。両回答の関係はどのように
理解したらよろしいでしょうか。

国及び事業者の責によらない再開発事業の遅延に起因する増加費用については、運営開始予定日ま
でに本件施設の運営が開始されないことに起因して生じた増加費用は第15条第3項により各自の負
担となり、その他の不可抗力による場合は第95条による。また、法令変更による場合には第94条に
よる。

1167 41 資料１ 8 第15条第2項　都市計画の見直し等 都市計画の見直しに係る必要な都市決定の遅延の原因が事業者の責めに帰すべき事由でないと認め
られる場合には、当該遅延による増加費用の負担は国としていただきたく、ご再考願います。

原文のとおりとする。なお、本条に定める費用増加の範囲は本件事業に係る範囲に限定されると理
解されたい。

1168 42～51 資料１ 8 第15条第3項　都市計画の見直し等 事業者の責めに帰すべき事由に該当せず、且つ事業者による管理不能な事由により再開発事業が遅
延したために生じた増加費用を事業者の負担することは事業者にとって極めて過大なリスク負担で
あり承諾不能であります。国あるいは都市基盤整備公団による増加費用の負担としていただきたく
ご再考願います。

今回回答 No.1167 に同じ

1169 42-51 資料1 8 第15条　都市計画の見直し等 第2回質問回答書の40番において、国及び事業者のいずれの責めに帰さない事由により都市計画決
定の遅延が発生した場合の費用については、法令変更によるものは94条により、その他の場合は不
可抗力として扱う、との回答を頂いておりますが、再開発事業の遅延理由が、都市計画決定の遅延
に起因する場合に発生する増加費用についても同様と考えてよろしいでしょうか。

同様である。なお、本条に定める費用増加の範囲は本件事業に係る範囲に限定され、再開発事業に
かかる費用増加ではないことを理解されたい。

1170 42-51 資料1 8 第15条　都市計画の見直し等 第15条2項、3項に関しては原文どおりとのご回答ですが、本事業は再開発事業の一部ではあります
があくまでPFI事業として取り組むことになりますので、再開発事業の当事者の事由による遅延や
増加費用を事業者が負担しなくてはいけないのは非常に不合理であると考えます。従い、原文を変
更いただけないのであれば、再開発事業の当事者のである公団、地権者の方々からもPFI事業契約
に定めるスケジュール、要求水準に悪影響を及ぼさないようPFI事業者に協力する旨の表明保証を
取得いただきたいと考えます。

表明保証の取得を予定していない。なお、市街地再開発事業の地権者及び施行予定者は、平成14年
11月締結の事業合意書において、本件事業の円滑な実施に対し協力することを合意している。（資
料5 17頁を参照のこと。）

1171 43 資料1 8 （都市計画の見直し等）第１５条３ 再開発事業に関与していく事業者として、土地・建物所有者、特定建築者予定者、施行予定者とと
もに負うべき責任を定めたものと理解いたしますが、現実問題として万一、再開発事業の大幅な遅
延が発生した場合には、ＰＦＩ事業者の努力をもってしてもＰＦＩ事業者の業務を完遂できないと
いう事態が発生してしまうことも危惧されます。つきましては、本件に関し「相当因果関係の範囲
内に合理的に判断される本件事業の増加費用については国の負担とするが、具体的な範囲、金額及
び支払方法については国及び事業者で協議を行う」等の解釈をお示しいただくことにつき、ご検討
いただけませんでしょうか。

原文のとおりとする。なお、本条に定める費用増加の範囲は本件事業に係る範囲に限定され、再開
発事業にかかる費用増加ではないことを理解されたい。

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1172 45 資料1 8 第15条 「第15条第3項の規定により、事業者に生じた増加費用については事業者の負担となる」との回答
であるが、これは国と事業者との費用負担を定めた規定であり、事業者の負担した増加費用を都市
基盤整備公団などの当該契約当事者以外の者に対して、事業者が負担した費用を求償することを妨
げるものではないとの理解でよいか。

公団は契約当事者ではないので、本件事業の契約上の事業者から公団への請求権についてはない。

1173 ４６，６２第2回質問回答書
資料１．　P.8　第
15条　　「都市計画
の見なおし等」

５，６再開発事業の遅延理由 資料１、第2条「不可抗力」の定義から判断し,国,事業者の責によらない理由による遅延について
は基本的に「不可抗力」とすべきと考えますがいかがですか。またそうでない場合はすべての可能
性のある事由をすべて列挙してﾘｽｸ分担を行う必要があると考えますがいかがですか。

原案通りとする。

1174 49 資料1 8 第15条　都市計画の見直し等 「不可抗力」による場合の増加費用についての質問に対し、「回答No.46に同じ」とのご回答です
が、回答No.46は法令変更の場合の第94条の適用についてであり、不可抗力については言及されて
おりません。不可抗力による場合は第95条（不可抗力）による」との理解でよろしいでしょうか。

今回回答 No.1166 に同じ。

1175 52、54、
57、60、
68、70～
72、74、
77、84、85

資料1 増加費用の範囲について、個別協議ではなく、契約締結までに一般的な範囲を示して、事業契約の
内容として規定することは可能でしょうか。契約締結時点でおおよその国の負担の範囲がわからな
いと、民間時業者側のリスクの評価が困難となりますし、資金調達にも差し支えます。

国の責による事由の内容によって個別具体的に判断すべきものであり、その内容が判然としない段
階において一般的な範囲を示すことは困難であることから、契約内容とすることは考えていない。

1176 62 第2回質問回答書
資料１．　P.15.
第40条「工期の変更
による費用負担」

6 公団の責による遅延の扱い 公団の責による遅延に伴う追加費用の負担については第5条第3項によることなっていますが,基本
的に公団の責は「国」の責によることに成りませんか。あるいは国による責に該当しない場合でも
「不可抗力」に該当するのではありませんか。

国及び事業者の責によらない再開発事業の遅延に起因する増加費用については、運営開始予定日ま
でに本件施設の運営が開始されないことに起因して生じた増加費用は第15条第3項により各自の負
担となり、その他の不可抗力による場合は第95条による。また、法令変更による場合には第94条に
よる。

1177 65 資料1 15 第40条1項/3項　工期の変更による費用負担 質問65番で質問されている金融費用について「増加費用」に含まれるか否か、具体的にご回答くだ
さい。

当該金融費用が、相当因果関係にあると合理的に判断される場合は含まれるものと考えられる。

1178 73 資料1 17 第46条　本件施設の引渡し及び所有権の取得 国のお考えについて、地方税法の該当規定の解釈をもう少し詳しくご説明願えませんでしょうか。
また、今回の国のご回答からすると、本件施設の不動産取得税は入札金額に含めなくてよく、万が
一SPCによる本件施設の取得に不動産取得税が課税される場合は、契約金額の見直しがなされると
いう理解でよろしいでしょうか。

不動産取得税については、お考えのとおりである。

1179 74 資料1 18 （本件施設費等の支払）第48条4項 ご回答の趣旨は、当該事象が生じたときではなく、あらかじめ事業契約締結までに落札者と協議し
て決めることも可能であるというものと考えてよろしいでしょうか。

当面、そのような事象が生じることは想定されないため、具体化された段階における協議とする。

1180 77 資料1 18 第48条　本件施設費等の支払 ③の回答についての質問ですが、本件で事業者の国に対するサービスの対価の支払請求権と、国の
事業者に対する損害賠償請求権は、会計法その他の法律により相殺することが出来る（それらの法
律には制限されない）というお考えと理解してよろしいのでしょうか。

国については、法令上の範囲内で相殺が可能である。

1181 77 第2回質問回答書
資料１．　P.18.
第48条「本件施設費
等の支払」

7 繰上げ返済の場合の増加費用 繰り上げ返済の場合のｽﾜｯﾌﾟのブレーク費用は国と、事業者で協議となっていますが、この費用は
繰り上げ返済の場合は不可避であり,かつ金額的にも大きなものとなります。　　したがって、こ
の点に関しては「協議」ではなく,現時点において”合理的に判断される増加費用”に含めていた
だくことは出来ませんか。

当面、そのような事象が生じることは想定されないため、具体化された段階における協議とする。
なお、当該協議における合理的な増加費用の判断にあたっては、ご指摘の点に関しても考慮される
ものと理解されたい。

1182 82 資料１ 21 第６０条 大規模修繕を行うべきかいなかは提案者の判断ということでしょうか？また、官庁棟保存部分のう
ち修繕計画に織り込まなくて良いのは外壁だけでしょうか。そのほかにもあるのであれば明示下さ
い。

要求水準を満たすことが出来るか否かの判断となる。
また、修繕計画に含めないものは、官庁棟保存部分の外壁のみである。

1183 89 資料1 24 （事業者の債務不履行による契約の終了）第
74条2項

本件で事業者の国に対するサービスの対価の支払請求権と、国の事業者に対する違約金の支払請求
権は、会計法その他の法律により相殺することが出来る（それらの法律には制限されない）という
お考えと理解してよろしいのでしょうか。

国については、法令上の範囲内で相殺が可能である。

1184 90 資料1 25 第75条、第76条 契約終了時の国による支払方法は予算措置による旨のご回答を頂いていますが、そのような支払に
ついて事前に国庫債務負担行為の予算が設定されるのでしょうか。

どのような予算措置が行われるかは、その時点において、国会における審議を経ることとなるた
め、現時点ではお答えしかねる。

1185 90～92 資料1 25 第75条、第76条他 国の選択は、予算措置により一方的になされるのでしょうか。事業者側の意向を検討する余地もな
いということでしょうか。

今回回答 No.1184 に同じ。

1186 92 資料1 24 第75条、76条、77条、79条、80条 このままですと、契約上は平成34年まで、割賦も支払わず、一括払いにて平成34年に支払うという
ことも可能になりますが、金融機関との交渉のため現実的な期限をいただけないでしょうか。

今回回答 No.1184 に同じ。

1187 101 資料1 29 第82条2 第2項ウは具体的にどのような施設を指しているのでしょうか。 社会通念上、本件事業等の特性にてらし判断されたい。

1188 102 資料1 29 第84条　敷地利用権の設定 ご回答のうち、第三者への転貸について国の承諾が必要とされる理由をお聞かせください。また、
国が転借人の承認申請を拒否する場合として、国有財産の賃貸借契約に定める土地の利用目的に反
していること以外の理由として想定しているものがございましたら、ご教示下さい。

使用目的に適合しているかの判断が必要なためである。また、国が転借人の承認申請を拒否する場
合として、国有財産の賃貸借契約に定める土地の利用目的に反していること以外の理由として想定
しているものはない。

1189 108 資料1 31 第89条　国の買い取り権 民間収益施設に関し、「財政の状況、政策の変更等により国有財産とすることが不適当な場合は買
い取らない。」との回答ですが、その場合においては国有財産である国の土地の持分を普通財産に
変換の上、事業者が第三者にその賃借権或いは土地の共有持分を譲渡しても構わないというご趣旨
でしょうか。
上記のような趣旨ではない場合、事業契約が終了後に国が民間収益施設を買い取らないと判断する
場合には民間収益施設はどのように取り扱うことを想定しているのでしょうか。

様々な方法が考えられるため、国と事業者の協議によって決定する。

1190 109 資料1 31 （国の買い取り権）第89条3項 ご回答の理由、すなわち従前に事業者がテナントと締結していた建物賃貸借契約が建物の特定承継
人である国に引き継がれないとお考えになる理由をご教示ください。89条2項の仮登記の順位保全
効ということでしょうか。

仮登記が賃借権に優先する場合にはお考えのとおりである。なお、訂正表（2月28日公表分）を参
照のこと。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1191 109 資料１ 31 第８９条 国が売買予約の完結権を行使して民間収益施設を買い取った場合、従前に事業者がテナントと締結
していた賃貸借契約は国に引き継げないとありますが、この条件では、テナント付けに大きな影響
を及ぼすことが予想されます。この内容は、ＳＰＣからマスターリース契約をうけた会社が、国が
所有権を取得したにも関わらず、実質的に経営を継続できることを懸念してのことではないかと想
像しますが、もしそうであれば、エンドのテナント（実際に床を使用しているテナント）の契約は
少なくとも継続していただけないでしょうか。（一つ一つのエンドのテナントについては、賃貸借
契約を締結するに先立って、国の「承諾」を得ているはずです）

国が施設を取得するのは行政目的のある場合であるため、事業者がテナントと締結した賃貸借契約
を国に引き継がない。

1192 116 資料1 31 第90条1 回答No.1049⑥によると、国の帰責事由の場合には90条1項の「協議による」とありますが、国の帰
責事由であれば、原則継続としていただけないでしょうか。

原文のとおりとする。

1193 117 資料1 32 第91条2項　事業者による事実の表明保証及
び誓約

国の債権債務を相殺する権利は妨げられない、とのご回答ですが、国が施設費の支払と相殺する可
能性のある事業者の債務につき、具体的にご教示ください。

事業者帰責事由による契約終了に伴い事業者側に発生する損害賠償及び違約金支払債務等が想定さ
れる。

1194 122 資料1 36 税制度の変更 回答が参照している資料①の訂正分（1月20日公表分）に関する質問ですが、本件施設は国の所有
と考えますが、「本件施設の所有に関する新税創設」で事業者の負担が増加する場合は、具体的に
どういう場合を想定しているのかご教示願えませんでしょうか。

現時点において想定しているものはない。

1195 129 資料1-2 3 第14条1 ご回答の趣旨は、民間事業者側が費用を負担する場合には、賃借権の登記を行うことを妨げないと
理解してよいでしょうか。

訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1196 129 資料1 31 第89条(国の買い取り権) 通常、金融機関は民間収益施設への抵当権の設定を行います。第1項各号で国が買い取らない場合
において、斯かる金融機関が民間収益施設を譲受した場合、敷地利用権についても継承できるもの
と理解してよろしいでしょうか。

PFI法上の選定事業者以外の者が民間収益施設の敷地利用権を継承することはできない。

1197 132 資料1-2 4 第18条の2　契約の解除 国有財産有償貸付契約第18条2項に従い契約が解除された場合には、借地借家法第13条1項に規定す
る建物買取請求権は発生しないとのお考えですが、この場合、国は民間収益施設を買取り、さらに
国有財産法24条2項に従い事業者が国に対して損害の補償を求めた場合にはこれに応じるものと理
解してよろしいでしょうか。

国有財産有償貸付契約第18条2項による解約の場合は国有財産法の規定に基づき補償する。

1198 132 資料1－2 4 第18条2 民間収益施設について、国と建物賃借人との対抗関係は、通常の借地借家法の規定により認められ
る対抗力を備えることが可能とのことですが、建物引渡しにより対抗可能（借地借家法第３１条）
という理解でよろしいでしょうか。
一方で、国は賃貸人たる地位を承継しないとの御回答（No.109）との整合性を考えますと、国は賃
貸人たる地位は承継しないが、建物賃借人との対抗関係により、建物賃借人に生じた損害は賠償す
るという理解でよろしいでしょうか。

定期借家契約の対抗関係については民間収益施設の所有者と定期借家人とのものである。なお、訂
正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1199 133 資料1-2 5 第21条 ご回答の趣旨は、借地借家法13条の建物買取請求権は行使できないという考えに基づくものと思わ
れますが、そのようにお考えになる根拠をお示し頂けませんでしょうか。同法の建物買取請求権
は、借地人と賃貸人の合意によって排除することはできないものと考えます。また、国の買取予約
を認めている建物譲渡特約付土地賃貸借との関係でも、国が建物譲渡特約付土地賃貸借契約に基づ
く建物の買取予約権を行使しない場合、借地借家法13条の建物買取請求権の行使が排除されるわけ
ではないと考えます。

土地賃貸人が借地契約の更新を希望している場合は事業者に借地借家法第13条第1項に規定する建
物買取請求権は生じないと考えている。

1200 515 資料1 11 (増加費用の負担等）第２４条２ 実施設計業務の全部を終了した後に増加費用が発生した場合の支払条件についてご教示下さい。 増加費用が発生した場合は契約変更を行い、その支払いは第48条によることとなる。

1201 155

972

資料7
様式集及び記載要領
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第10条　地代
地代

「貸付を行う際に民間精通者の意見価格を基に国において決定する」との回答ですが、契約当事者
であるＰＦＩ事業者と協議・合意の上で定めることとしていただけないでしょうか。
また、貸付を行う際に鑑定評価を行うとのことですが、様式集の参考価格・地代率の評価時点はい
つのものでしょうか。

原文のとおり、「貸付を行う際に民間精通者の意見価格を基に国において決定する」とする。
また、様式集の参考価格・地代率は現在において貸付時点の評価を想定したものである。

1202 163 資料10　基本協定書（案） 3 第7条3項（1）SPCの出資者 「お考えの通りである。」というのは株主による劣後ローンがない場合に第三者から劣後ローンを
受けるにあたって融資割合に制限がないということでしょうか。株主による劣後ローンと第三者か
らの劣後ローンが併存する場合には第三者からの劣後ローンは株主ローンの額未満にするという制
約はあるという理解でしょうか。

お考えのとおりである。

1203 167 入札公告 2 共用部の維持管理 全体共用部分の維持管理・運営については、区分所有者間で協議の上決定することとなっている
が、提案上は、関連事業としてＰＦＩ事業者が受託するものと考え、事業収支に表現するのでしょ
うか。一部共用部分の維持管理・運営については、区分所有者間で協議の上決定することとなって
おり、別個事業となっているが、提案上は、その他事業として事業収支に表現するのでしょうか。

全体共用部分の維持管理・運営は、本件事業に含まれるものであり、事業収支にはその費用のうち
国の負担割合相当額を反映させる。一部共用部分の取扱いについては、将来の区分所有者間の協議
によることから、事業収支には含めない。

1204 179及び504 資料1 8 第17条（関係資料の貸与） 回答NO.179にて「地盤調査結果につき国は責任を負わない」とありますが、回答NO.504では「埋蔵
文化財又は土地の瑕疵に基づく責任はすべて国が負担する」と理解できます。NO.504にて訂正され
たものと理解してよろしいでしょうか。

追加された第35条4項では、埋蔵文化財調査で遺骨が発見されたこと又は地中障害物が発見された
場合における増加費用の国の負担を規定したものに過ぎず、この規定の追加により、直ちに「埋蔵
文化財又は土地の瑕疵に基づく責任はすべて国が負担する」ことにはならない。したがって、
No.504の回答はNo.179を訂正したものではない。

1205 184 資料1-2 1 前文 借地借家法、国有財産法及び民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律、の
優先関係をご教授いただけますでしょうか。

各法律の条文による。

1206 185 資料1-2 1 第2条及び第6条 回答No.185では「不可抗力により民間収益施設が使用できない場合であっても貸付料の支払義務を
免れない」とのご回答ですが、不可抗力により民間収益施設が使用できないため、事業者に民間収
益施設からの収入がない場合についても貸付料の支払を求めることは、事業の安定性を損ねること
になると思料します。この場合には、「国と事業者で貸付料の支払について協議する」としていた
だけないでしょうか。

原文のとおりとする。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1207 185 資料1-2 1 第2条　使用目的 資料1-2第11条では貸付料の減免規定がありますが、本回答に優先して第11条が適用されるという
理解でよろしいでしょうか。
また、本回答によると不可抗力等により民間事業からのキャッシュフローが見込めない場合であっ
ても事業者は国有財産有償貸付契約に基づく地代支払義務を免れない、とのことですが、この場合
には国は施設費と地代を相殺するのでしょうか、それとも別途SPC1に請求するのでしょうか。いず
れにせよ、PFI事業の安定性にも非常に悪影響を及ぼすものと考えられます。
回答No.96にて民間収益施設部分のみの契約解除は想定していないとのご回答ですが、本質問のよ
うな不可抗力の場合のほか、民間収益施設の運営が困難となりPFI事業そのものにも悪影響を及ぼ
す可能性がある場合の対応につき、再考いただきたくお願い申し上げます。

第11条は土地が滅失又はき損した場合の規定である。施設費と地代を相殺するかは個別に国の債権
の管理等に関する法律により判断する。

1208 185 資料1-2 1 第2条 不可抗力により民間収益施設に大規模な滅失、毀損、損壊が発生した場合は、第95条第1項に該当
し、民間収益施設の維持管理・運営が履行できないため、当該履行のために設定された国有財産有
償貸付契約の履行義務（貸付料の支払い義務）も免れるものとの理解でよいか。あるいは、民間収
益施設の滅失などの事由にかかわらず、国有財産有償貸付契約の契約期間においては貸付料の支払
い義務は負担しなければならないものと理解すべきか。

第95条1項は「本契約に基づく義務の履行」であり、地代の支払義務は該当しない。民間収益施設
の滅失などの事由にかかわらず、国有財産有償貸付契約の契約期間においては貸付料の支払い義務
は負担しなければならない。

1209 185及び786 資料1-2 1 第2条（使用目的） 不可抗力により民間収益施設が使用できない場合に対し、異なる回答がなされておりますが、後に
なされた回答NO.786「その履行義務は免れる」が優先するものと理解してよろしいでしょうか。

回答No.786中、本契約とは資料1の事業契約を示す。訂正表 (2月28日公表分) を参照されたい。

1210 192 資料2 11 光熱水費の支払い、使用量見込み等 全体共用部分の光熱水費は、管理組合が供給会社と契約して支払い、床持分に応じて国が負担する
という認識で宜しいか、

光熱水費については、各供給会社の意向を踏まえ、管理組合において協議し、契約者及び支払い方
法等を決定する予定である。なお､供給会社は、電気事業者、水道事業者、ガス事業者であり熱供
給事業者は含まれない。

1211 194 資料2 14 2.既存庁舎等の取り壊し 回答に示された有害物質の撤去は、PFI事業による建物解体に支障が無い時期までに、国により撤
去されるものと考えてよろしいでしょうか?

PFI事業の対象外の有害物質に係る撤去の時期は、お考えのとおりである。また、有害物質の撤去
の区分については、訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1212 199 資料2 15 建設工事の内容 現時点で基準となる数量をお示し下さい。でなければ、各グループの入札価格に開きが出ることと
なり、本件は要求水準として示されるべき項目と思われます。

スチール製フレーム棚（H=2.3m,W=0.9m,D=0.3m程度、7段、頭つなぎあり）2台を背中合わせにし
たものを1単位として、1.35mの間隔で設置することを想定している。なお、詳細は、書架の方式を
含め設計段階で決定する。

1213 201 資料2 15 調査・設計業務 独自調査によれば、計画地の上空に、指定回線免許人として国土交通省殿、海上保安庁殿の重要無
線回線が整備されており、本計画により影響を与えるため、仮に回線が2重設備とした場合、30億
円程度の迂回措置費用がかかる可能性があります。
本件は、入札要項に示されるべき必須項目として基礎点換算されべきものと思われますが、入札価
格に組み入れる必要がありますか?

電波伝搬障害防止措置については、電波法に則り適切に処理するものとし、必要な手続き等は本件
事業に含まれる。なお、本件事業において電波法第102条の5の通知を受けた場合、その措置は事業
者の判断によるものとするが、特段の対策費用が必要になるものとは考えていない。

1214 209 資料2 16 敷地条件 計画敷地内を通る既設の無線波について調査したところ海上保安庁・国土交通省の重要無線回線へ
の対策が必ず必要と考えられます。対策費用については個別協議が必要となります。本件について
は、工事内容が協議により決定され、内容によって金額が大きく変動する可能性があるため、提案
上の統一基準が必要と考えますがいかがでしょうか。

今回回答 No.1213 に同じ

1215 213 資料2 17 配置計画 重要無線に関する事項 今回回答 No.1213 に同じ

1216 216 資料2 19 関連施設との連繋　中央広場の計画 ②後日公表とありますが、資料2-2-22がその資料に該当しますか? 資料2-2-22は、隣地北東角部に
広場としての適当な接続先が無いように見受けられますが。

①回答で後日公表とした資料は、資料2-2-22である。
②中央広場の整備の在り方については、今後、国として隣地の関係権利者と業務要求水準書の規定
の範囲内で協議することとしており、その結果は事業者に提示するものとする。

1217 250 資料2 26 火災報知設備 業務効率化を考え、防災センターと中央監視室について防災上その他の設備的対応を施した上で、
一体(一室)の部屋として整備することは要求水準に違反しないか。

要求水準を満たしているとは認められない。

1218 262 資料2 30 官庁保存部分の計画　屋根･外壁等の改修 アンカーピンニング工法は対象面積の約40％（国の実績に基づく想定）を行うとありますが、資料
2 30ページの基本方針の項に「必要に応じて各種性能検証を行い、適切な改修を実施する」と記載
があります。検証の結果対象面積が増減した場合の工事費の清算はどのようになるでしょうか。ま
たアンカーピンニング工法以外にも各種検証により要求水準以上の工事あるいは想定以外の工事が
発生した場合の工事費の増減はどのように扱われるのでしょうか。

外壁改修について、設計又は建設の段階で業務要求水準書に示した工事範囲又は工法からの変更に
より工事費の増減が生じた場合は、業務内容の変更として取り扱い、工事費の変更を行うものとす
る。

1219 271 中央合同庁舎第7号
館整備等事業「業務
要求水準書」　資料
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消耗品等 業務遂行に当たって必要な物は全て用意すること。とありますが、国専用部の共用部分に関する消
耗品類も事業者側で用意するのでしょうか。

お考えのとおりである。

1220 289 資料2-2-12及び
資料2-2-20

1 面積構成表 提出する面積構成表作成上の注意事項として、「共通部分」と「厚生施設」は、厚生面積等に算入
するものとすると、ご回答いただいておりますが、「その他」にある講堂・保育室・上級室便所・
スタジオ・試写室・リフレッシュはどこに算入すれば良いですか？

「その他」については、上級室便所・リフレッシュを厚生面積等に、それ以外は特別室に算入する
ものとする。

1221 323 資料５ 3 官民棟の配置 民間保留床とＰＦＩ保留床が同フロアにまたがることも可能と考えてよろしいでしょうか。 不可とする。

1222 341 資料5 8 PFI保留床を取得する出資法人について、構成員である必要はなく書面により提出すれば足る旨ご
回答頂いておりますが、実際に取得するまでに書面により提出すればよろしいでしょうか。

国への事業提案時に、取得者若しくは取得スキームにかかる公団への提案が必要。

1223 345 資料5 9 6.施行者からＰＦＩ事業者へ支払う委託費に
ついて　イ　支払時期

本事業の関連事業とされている既存建物（地上部）の取壊し事業をＰＦＩ事業者が受託した場合、
解体工事費については、当該解体事業の終了時に支払われるとの理解でよろしいでしょうか。

お考えの通りである。

1224 361 資料5-1 3 第12条 ご回答のうち「想定していない」とは、少なくとも譲渡契約を締結できないことはPFI事業者の債
務不履行を構成しないと理解してよろしいでしょうか。

事業者の帰責事由により当該譲渡契約を締結できないことは、事業者の債務不履行となり、公団に
よる損害賠償請求の対象となる。

1225 362 資料5-1 3 第12条　譲渡契約の締結 ご回答のうち、「証券化」の内容や方式について制限がございますでしょうか。 特段の制限はない。
1226 366 資料5-1 4 第15条 譲渡代金の支払 ここでいう「2割の違約金」（第17条の「違約金」を指しているものと思われる）は損害賠償の予

定でしょうか（「違約金」を超える実損が公団に発生した場合には丙は公団に「違約金」に加え超
過部分の賠償義務をも負うのでしょうか）。

2割を違約金とし、それを上回る損害賠償請求は想定していない。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1227 366 資料５－１ 4 譲渡代金の支払い 質問の中に２割の保証金を「手付け金」との表現があるが、法的にも譲渡契約に伴う「手付け金」
という位置づけでよいでしょうか。

民法557条に定める手付ではなく、違約手付とする。

1228 368 資料5-1 4 第17条　PFI事業者保留床の譲渡制限及び優
先買取交渉権

ご回答の内容のうち、国の「優先買収交渉権」の具体的な内容についてご教示いただけませんで
しょうか。事業者としては、最低限、どのようなことが義務付けられるでしょうか。

優先的に買取交渉を行う権利を有するのみ。事業者は第三者への売却に先立って、国に買取りを打
診しなければならない。

1229 368 資料5-1 4 第17条 PFI事業者保留床の譲渡制限及び優
先買取交渉権

価格が折り合わなければ第三者への譲渡も可能とのご回答を頂いています。では、どれぐらい国と
議論して価格が折り合わなければ第三者に売却できるのでしょうか 事業者からのファーストオ
ファーが国に拒否されたら即ということですか。 それとも一定の期間国と議論した結果折り合わ
ない場合に限られるのでしょうか。 なるべく具体的にご教示をお願い致します。

買い取らない旨については、概ね1ヶ月以内に回答する。買取の意思がある場合には、条件交渉に
係る一定の協議期間を設ける。

1230 371 資料5-1 4 第17条1項 担保権が実行された場合の債権者と国の優先交渉権の関係について、「本協定のとおりとし、これ
以外の特段の制限はない」とのご回答ですが、担保実行の場合には国の優先交渉権は適用されない
との理解でよろしいでしょうか。

お考えの通りである。

1231 371 資料５－１ 4 第17条１ 本協定書以外の制限がないということは、PFI事業者保留床について担保権が実行された場合、自
己競落した債権者又は競落人との間においては、国の優先買取交渉権はないという理解でよろしい
でしょうか。
自己競落した債権者又は競落人は、建物区分所有権、施設建築敷地の所有権（区分）及び賃借権
（持分）を取得できるという理解でよろしいでしょうか。

お考えの通りである。

1232 381 資料7-1 1 第2章 事業内容 建設工事の内容 官庁棟の外構は全体共用とはならないと考えてよろしいのでしょうか。その場合区分所有的な考え
はどのように整理をするのですか。

官庁棟は、国と事業者が借地権を準共有し整備するものであり、建物は国と事業者の区分所有、外
構については国と事業者の共用部分となる。なお、入札価格の算定方法は資料8及び資料5の按分方
法による。また、訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1233 406 資料8 10 支払い時期 本件施設引渡日については割賦支払い開始後となることも想定されますが、先行引渡し部分以外の
費用についても平成20年4月を初回としたスケジュールで支払われるという理解でよろしいでしょ
うか。

お考えのとおりである。なお、訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1234 415 資料8 11 施設費の物価変動に基づく改訂 ご回答の趣旨は、提案書に載っていなかったものは、事後的に発生しても「合理的な増加費用｣と
は認めがたいというものと理解してよろしいでしょうか。

お考えのとおりである。

1235 436 資料9-1 1 資金調達計画 「融資団の一部(主幹事行等）において」過去のＰＦＩ事業の融資実績があることとの回答である
が、資金調達計画において、ファイナンスにおける金融機関の役割分担・フォ－メ－ション（ロ－
ンアレンジメント、融資管理のための幹事行など）についても具体的に提案に盛り込むことが資金
調達計画の確実性の審査の項目となるとの理解でよいか。

お考えのとおりである。

1236 439 資料11 1 建設工事保険等の保険終期について 439の回答で保険終期は引渡しまでとするとあり、1月27日訂正表6頁、1月31日訂正表9頁でも第三
者賠償責任保険についての訂正が記載されておりますが、建設工事保険のほうも同様に保険終期を
引渡しまでと変更する必要があるのではないでしょうか

訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1237 440 資料11 2 第三者賠償責任保険 ご回答のうち、但し書き中の「その業務」とは、何を指しているのでしょうか。「その他業務」の
内容ということでしょうか。

その保険に保育室業務が含まれているかどうか確認する必要がある。

1238 457 様式集及び記載要領 10 維持管理計画 提案したイントラネット・コールセンターの施設整備を実現することを前提として、維持管理運営
費を提案することになるが、その場合、施設整備の実現可能性と、施設整備費の表現の仕方につき
お伺いしたい。

PFI事業範囲外に於いてLANが整備されるものとする。
また、維持管理運営費にイントラネット整備費用を計上する。
なお、別に整備したLANに接続する場合には、セキュリティーが十分に満足できる構造とするこ
と。

1239 468 第3回質問回答書
関連資料「回答
No.248」

15 地震による損害負担 地震による施設の損傷については所有者である「国」の負担とされていますが,施設の損傷復旧費
用以外の付帯的費用（調査費用,排土・清掃,残骸物の撤去費用、応急・損害防止費用等）も含まれ
ると考えてかまいませんか。また、これ以外の増加費用（事業者の間接的出費、各種違約金等の費
用）については「不可抗力」の規定によると考えてかまいませんか。

地震による施設損傷については国の負担とするが、不可抗力で事業者に生じた増加費用は第95条第
2項による。

1240 468
735
実施方針に対する質
問回答
資料1

33 地震リスク 468の回答に「原因が事業者の業務不履行による場合は」とありますが、これは業務要求水準書に
ある耐震性能基準以下の地震で施設損傷があり、施設の利用可能性が損なわれたような場合という
意味でしょうか　　もしその場合には、当該地震動が耐震性能基準以下の地震動であったことは誰
が何をもとに判断・決定するのでしょうか　客観的基準はどのように考えておられますか　　　ま
た上述の意味ではない場合には、具体的にどういう場合のことかをご教示ください

原因が事業者の業務不履行による場合とは、設計が要求水準書「3-1-1 耐震に関する性能」に示す
内容を満たしていなかった場合や施工が設計書どおりに行われていなかった場合等をいう。

1241 487 資料1 5 第8条　事業者の資金調達等 ご回答で示されている「国の可能な限りの協力」は国の費用負担で実施されると考えてよいでしょ
うか。

費用負担が生じるような国の協力行為は想定していない。

1242 488　525
526　528
637　734
735　771

資料1 14,33 不可抗力 528の回答に「35条2項「不可抗力により本件工事の施工に関し事業者に合理的な増加費用」とは工
事目的物等に発生した損害に起因するもの・・・」とありますが、この意味は35条2項は本件工事
目的物に発生したモノ損害を対象にしている（公共工事標準請負契約約款のように）という意味で
しょうか　　それとも525の回答（488）にあるように、モノ損害のみならず相当因果関係の範囲内
にあると合理的に判断される費用すべてのことをいうのでしょうか　一度整理させてください

No.528の回答は、第三者に対する損害との関係を明らかにしたものであり、「工事目的物等」とあ
るようにモノ損害には限定されず、第35条2項に規定する増加費用は、本件工事の施工に関して相
当因果関係にあるものを対象とする。

1243 488　525
526　528
637　734
735　771

資料1 14
33
不可抗力 これまでの回答から推察して不可抗力に関して以下のような考え方でよろしいのでしょうか

「１．建設中の不可抗力による①モノ損害は３５条２項が適用②合理的費用損害は９５条２項が適
用　２．引渡し後の不可抗力による①モノ損害はＢＴＯでもあり国のリスク負担（回答５７７）②
合理的費用損害は９５条２項が適用」　　誤解している部分があればご指摘ご教示ください。

１．については、今回回答 No.1242 を参照のこと。２．については、お考えのとおりである。

1244 509 資料1 9 第18条　埋蔵文化財調査等の実施 「回答No.509に同じ」とのご回答ですがNo.504の誤りでしょうか。 No.508の誤りである。
1245 515 資料1 11 （増加費用の負担等）第24条2 ご回答中「支払いは48条による」の部分については、支払い手続きは48条によることを示してお

り、具体的に、いつ、いくら支払われるのかについては当事者間の協議によると考えてよいでしょ
うか。

支払時期及び支払額については、第48条1項による。

1246 515 資料1 11 第24条2 増加費用の支払時期は48条によるとありますが､支払時期を明確にするため、増加費用は1項の「本
件施設費等」の定義の中に含まれると考えてよろしいでしょうか｡

お考えのとおりである。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1247 526 資料１ 14 第35条2 事業者の被った損害は｢本件施工に関し｣て被った損害に限定されずに、個別事案に即して合理的に
判断されるとの理解でよろしいでしょうか｡

今回回答 No.1242 を参照のこと。

1248 528 資料1 14 第35条 ご回答の趣旨は、35条2項は工事目的物等に発生した損害に関するものなので、増加費用から控除
すべき保険は第三者賠償責任保険を含まない、とう理解でよろしいと思いますが、いかがでしょう
か。

No.528の回答は、そもそも第35条2項に掲げる増加費用には第三者に対する賠償費用は含まれてい
ないという趣旨であることを理解されたい。

1249 528 資料1 14 第35条 結論的には３５条２項に関しては、第三者賠償責任保険による填補額は、控除されないということ
でよろしいでしょうか｡

今回回答 No.1248 を参照のこと。

1250 535 資料1 15 第40条2　工期の変更による費用負担 契約書案46条2項によれば指定部分は実施設計図書で明らかにされることになっていますが、たと
えそうであっても指定部分については事業契約締結時に協議するのでしょうか。また、協議の結果
は事業契約に添付するなど、書面に残されるのでしょうか。

指定部分について事業契約締結時に協議することは差し支えない。協議において合意した事項は、
書面に残すものと考えている。

1251 537 資料1 15 第40条2　工期の変更による費用負担 ご回答のうち⑤に関して質問いたします。この場合には36条3項の適用になるということですが、
そうすると民間事業者側に生ずる追加の費用負担についてもまったくブランクで協議する、という
ことになるのでしょうか。協議内容によっては、追加の費用はすべて事業者が負担するということ
がありうるのでしょうか。

当該協議により、合理的な増加費用であるかを判断し、費用負担を定めるものであることを理解さ
れたい。

1252 537⑤ 資料1 15 第40条 回答No.504と同様に、土壌汚染等のその他の不可抗力は改訂後の第35条4項には含まれず、36条3項
4項の協議により決定するということでしょうか｡

お考えのとおりである。

1253 540 資料1 16 第41条 工事の中止 第41条2項には工事の中止による工期変更の場合には国が本件施設費を変更できる旨が規定されて
いますが、これはそのような場合に本件施設費を安くのみ変更できる（本件施設費を高くは変更で
きない）旨の規定と理解してよいでしょうか。

本項は、国が必要と認め、本件工事の全部又は一時中止させた場合に事業者に生じる合理的な増加
費用又は合理的な損害を国が負担することを規定したものであることを理解されたい。

1254 541 資料1 16 第41条 本件工事の中止により民間収益施設について生じた増加費用又は損害は、本条により国が負担する
「合理的な増加費用又は損害」に含まれないというご回答ですが、これは国が本件工事を中止した
ことにより民間収益施設について生じた増加費用又は損害であっても事業者の負担となるというこ
とでしょうか｡

国に帰責事由がある場合における損害賠償請求を妨げるものではない。

1255 541 資料1 16 第41条（工事の中止） 国により工事が中止された場合にご負担いただける増加費用は本件施設についてのもの、とされて
おりますが、民間収益施設等にも増加費用が発生した場合に、損害賠償請求は可能と考えてよろし
いでしょうか。

国に帰責事由がある場合における損害賠償請求を妨げるものではない。

1256 554 資料1 17 第46条1　本件施設の引渡し及び所有権の取
得

再開発事業者が登記する範囲は本件施設のみという理解でよろしいでしょうか。 再開発事業の施行者が、全ての建物の登記手続を行うことを予定している。

1257 554 資料１ 17 第４６条 保留床購入者の登録免許税は公団からの「移転登記」か原資産取得者としての「保存登記」かどち
らを想定してらっしゃいますでしょうか

保存登記を想定している。

1258 559・585 資料1 18外 第48条(本件施設等の支払)外 国会の混乱等により予算の議決が遅れた場合、本件事業契約に基づく国の支出については、財政法
第30条に規定する暫定予算に計上されるため、事業者への支払いは国会の議決時期による影響を受
けないという認識でよろしいでしょうか。

暫定予算に計上されるか否かの判断は、お答えしかねるが、4月30日までの支払分については、前
年度予算により支払われるため、現実的には暫定予算の影響を受けないものと考えている。

1259 576 資料1 19 第52条 ご回答中、「本件事業に関与することが不適切」及び「業務の適正な履行を確保できない」の判断
基準をお持ちであれば、開示していただきたいと考えます。

個々具体に判断したい。

1260 583 資料1 21 （本施設の修繕等）第60条 第60条に基づき国が模様替え等を行った場合の、その後の維持管理はどうなるのでしょうか。国の
ご回答では、模様替え等の工事は必ずしも事業者に発注するわけではないとの趣旨と理解します
が、そうすると、事業者側としては、自己が実施しない工事等による模様替え後の維持管理につい
て責任をもって行うことは出来ません。

維持管理については自己が実施しない工事後も全般に事業者が行うものとするが、かかる工事事業
者の責に基づく事由について事業者が責任を負担することはない。

1261 589 資料1 22 （品位の保持）第64条 ご回答のうち、第1文の趣旨は、契約書案第64条がそもそも努力規定であることから、福利厚生諸
室の運営が、ふさわしい内容、品位、秩序を維持しているかどうかの判断は、まずは事業者が主体
的に行うものと理解しますが、いかがでしょうか。

提案に当たってはお考えのとおりである。

1262 597 資料1 23 事業継続義務（第68条） 回答の中で、「福利厚生諸室の運営については、民間業者のノウハウを十分活かしてより良質かつ
低廉なサービスが安定的かつ継続的に提供できる事業者の提案を期待している。」とありますが、
将来的に事業者及び再委託業者の収支状況によっては、サービスを安定的に提供して事業を継続さ
せていくために、民間業者のノウハウを十分活かした形で福利厚生諸室の各サービスについて提供
面積の一部変更、提供サービス内容の一部変更等現在の要求水準の一部を変更するような提案につ
いて、将来協議をする余地はあると考えてよろしいでしょうか。

福利厚生諸室の各サービスの内容等について変更する必要がある場合には、国及び事業者が協議す
る。

1263 597 資料1 23 事業継続義務（68条） ご回答第一文は「帰責事由による」というものですが、協議が整わない場合に、一概に協議当事者
のいずれかが帰責事由があるとは言えない場合のほうが多いのではないでしょうか。質問の場合、
すなわち福利厚生施設の収支が継続して赤字で、かつ収支改善について協議が整わない場合、事業
者の受託の解約を認めていただきたいと思いますが、再検討の余地はありますでしょうか。

協議が整わない事態は想定していない。なお、明らかに事業者の責によらない事由によって特定の
サービスの提供が困難となっていると認められる場合には、その価格、内容の変更のほか、サービ
スの中止も考えられる。

1264 597 資料1 23 事業継続義務（68条） 福利厚生諸室が不採算の場合で業務要求水準見直しの協議が整わないときにおける民間事業者側か
らの途中解約の可否が帰責事由による旨のご回答をいただいていますが、国に帰責事由がある場合
や不可抗力の場合には民間事業者からの途中解約ができるものと理解してよいでしょうか。

国に帰責事由がある場合については、事業契約書第第68条第2項により、国及び事業者が協議する
ことになるが、この場合において協議が整わない事態は想定していない。また、不可抗力の場合に
ついては、事業契約書第95条第1項及び第99条による。なお、明らかに事業者の責によらない事由
によって特定のサービスの提供が困難となっていると認められる場合には、その価格、内容の変更
のほか、サービスの中止も考えられる。

1265 598 資料1 23 第68条　事業継続義務 No.598は、福利厚生諸室の事業継続義務に関し、「国の帰責事由」により事業継続に支障をきたす
場合についてのご回答ですが、不可抗力の場合についても同様との理解でよろしいでしょうか。

今回回答 No.1264 に同じ。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1266 598 資料1 23 第68条 事業継続義務 国の帰責事由によって事業継続に支障をきたすと判断する場合には事業者は業務要求水準の見直し
のみならず業務の中止や損害賠償請求につき国に協議を申し入れることができるとのご回答を頂い
ています。では、そのような協議を申し入れたが協議がまとまらなかった場合、事業者は独断で業
務の中止や損害賠償請求をできるのでしょうか。

協議が整わない事態は想定していない。

1267 611 資料1 24 （事業者の債務不履行等による契約の終了）
第74条2一

契約上の地位の譲渡価格は当事者間の問題というご回答でしたが、事業者と、国が選定した第三者
との間で価格の合意が出来ない場合、74条2項1号の取扱いはどうなるのでしょうか。

国は、第74条2項の取扱いについては、2項本文に基づき事業者との協議により、選定することとす
る趣旨を理解されたい。なお、同様の手続きについて金融機関との直接協定においてもその取扱い
を定めることを予定している。

1268 611 資料1 24 （事業者の債務不履行等による契約の終了）
第74条2項一

契約上の地位の譲渡または株式譲渡の対価は、「事業者と譲渡人との当事者間の問題」とのご回答
ですが、「事業者と譲受人」でしょうか。

お考えのとおりである。

1269 612 資料1 24 （事業者の債務不履行等による契約の終了）
第74条2一

ご回答の趣旨は、事業契約上の地位の譲渡を受ける第三者の選定手続きは会計法その他の適用法令
に規定されている、というご趣旨でしょうか。また、そのような趣旨である場合、具体的にどの法
令のどの部分に、このような契約上の地位の譲渡が規定されているのかご教示願えないでしょう
か。

契約上の地位の譲渡は、原則として民法の関連条項により是認されており、会計法上も明文の規定
がないため、地位の譲渡を制限していないと解している。ただし、譲受人の選定手続きについて
は、会計法令によることとなる。

1270 613 資料1 24 契約の終了 ご回答のうち、「想定していない」の趣旨につきご教示ください。国の債務不履行があり得ないと
いう趣旨か、あるいは国の債務不履行があっても事業者は解除できないという趣旨か、それとも他
の意味でしょうか。

国の債務不履行はあり得ないという趣旨であるが、国の重大な事由に係る解除権を制限するもので
はない。

1271 622 資料1 24 第74条2②　事業者の債務不履行等による契
約の終了

ご回答の趣旨は、分割払いの場合の金利も協議の対象ということでしょうか。そのような理解の場
合、金利について狭義が整わない場合には、一括払いでお支払いくださるのでしょうか。また、本
件施設以外の部分については、国は買い取らないということでしょうか。そうだとすると、国が本
件施設の出来高部分を買い取る場合、建設途中の建築物全体について区分所有権が成立しないとき
には、事業者もしくは建設会社と国との共有になると考えればよろしいのでしょうか。ご教示くだ
さい。

本号の規定は訂正されている。訂正表（2月7日公表分）を参照されたい。

1272 637① 資料1 25 第75条2 第三者への株式あるいは出資の譲渡にあたっての協議事項は、あらかじめ附則２条に従って国と融
資団との間で協議するとされているので、現在国の契約上の地位の移転権と金融機関の契約上の地
位の移転権のどちらが優先するかについて決定されていることではないという理解でよろしいで
しょうか｡

国と金融機関の協議は予定されているが、本契約上、事業者の契約上の地位の移転等には国の同意
が必要なので、事業者と金融機関との合意のみで契約上の地位を移転することはできない点に留意
されたい。

1273 638 資料1 25 第75条（不可抗力による契約の終了）　第2
項二ア

ご回答の趣旨を事業契約書に明記していただけますでしょうか。 原文のとおりとする。

1274 646 資料1 25 第76項　法令変更による契約の終了 法令変更による契約終了の場合に事業者に発生する増加費用について、「95条2項協議による」と
のご回答ですが、95条は不可抗力についてであり、法令変更の場合については言及されておりませ
ん。第95条2項の規定が法令変更の場合にも適用されるとの理解でよろしいでしょうか。

お考えのとおりである。

1275 653 入札説明書資料１
建物等の建設及び維
持管理並びに運営に
関する契約書(案)

24-26 第73条(事業者の帰責事由による契約の終
了)、第74条(事業者の債務不履行等による契
約の終了)
第77条

事業者側の事由で保留床の取得が不調に終わった場合でも、事業契約は解除されないとの認識でよ
ろしいでしょうか。

お考えのとおりであるが、PFI契約は再開発事業の基本協定書を前提としており、事業者側の事由
によって保留床の取得ができないことは想定していない。

1276 662 資料1 27 （国の帰責事由による契約の終了）第78条2 ご回答の「国が定める立場にはない」という部分の趣旨は、どのようなものでしょうか。誰かほか
の者が定める（国会あるいは裁判所など）という趣旨でしょうか、それとも民法の原則に従って相
当因果関係にある損害を賠償するので、国が改めてここで回答する必要はないというご趣旨でしょ
うか。ご説明願えませんでしょうか。

最終的には裁判所の判断等によるという趣旨である。

1277 664 資料1 27 第78条 他の回答によりお答えいただいておりますように、増加費用は損害賠償請求によるとの意味は､相
当因果関係のある合理的な範囲内で国の負担とされるという理解でよろしいでしょうか｡

最終的には裁判所の判断等によるという趣旨である。

1278 668 資料1 27 第78条　国の帰責事由による契約の終了 国の損害賠償の範囲に逸失利益を含むとの理解について、「損害賠償の範囲は国が定める立場には
ない」とのご回答ですが、これは逸失利益が含まれることを否定するものではなく、損害賠償の範
囲に逸失利益が含まれるか否かについては民法等適用法令に基づき定められるとの趣旨であるとい
う理解でよろしいでしょうか。

最終的には裁判所の判断等によるという趣旨である。

1279 690 資料1 28 第81条　総則 ご回答の「協議」の対象は何でしょうか。ご教示下さい。また、協議の対象を明らかにした上で、
ご回答の内容を事業契約書に明記していただきたいと思いますが、可能でしょうか。

協議の対象は個別具体的に判断すべきものであり、その内容が判然としない段階において対象を明
らかにすることは困難であることから、契約内容とすることは考えていない。

1280 690及び786 資料1
資料1-2

28,4 第81条　総則　第18条 不可抗力又は国の義務違反の場合に、民間収益施設の業務を継続する義務を除外すべきとの質問に
対し、回答No.690は「ご意見として承っておく。」とのご回答ですが、回答No.786では「不可抗力
により本契約を履行できない期間については、第95条第1項の規定によりその履行義務は免れる」
とされています。不可抗力又は国の義務違反の場合の双方につき、事業者は民間収益施設の業務を
継続する義務を免れると理解してよろしいでしょうか。

不可抗力により民間収益施設の業務をすることができなくなった場合はお考えのとおり。

1281 692 資料1 29 使用目的 官庁棟及び官民棟は「併せてPFI法上の1棟の建物」か、それとも「それぞれ個別にPFI法上の1棟の
建物」か。登記法上は、「それぞれ個別に1棟の建物」であるが。

官庁棟及び官民棟はそれぞれPFI法上の1棟の建物である。

1282 700 資料1 30 第86条　自己責任 ご回答の趣旨を事業契約書に明記していただけますでしょうか。 訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。
1283 706 資料1 31 第89条　国の買い取り権 時価については『民間精通者の意見価格等を基に国において決定する.』とのことですが、民間精

通者が算定する意見価格の前提としては、「国有財産借地権付き区分所有建物」ではなく、通常の
借地権付き区分所有建物の価格を算定するものであるという理解でよろしいでしょうか。そうでな
い場合、本借地権は第三者へ売却できるものではない為、民間収益施設の流動性がないことから意
見価格での買取は事業者にとって不利な結果となる可能性がありますので、簿価での買取と定めて
いただきたくお願いいたします。

時価の算定にあたってどのような前提とするのが適切かは、民間精通者の意見により決定する。

1284 720 資料1 32 第8章 表明保証及び誓約 事業者に表明保証・誓約違反があった場合には国は第74条又は第77条に規定する措置を取ることが
できる旨のご回答を頂いています。では、逆に国の側に第92条の表明保証違反があった場合、事業
者はどのような措置を取ることができるのでしょうか。

国が表明保証又は誓約に違反したことにより事業者に損害が生じた場合、事業者の国に対する損害
賠償を妨げるものではない。

1285 721 資料1 32 第93条 保証 ここでいう「本件施設の引渡」とは先行引渡と最終引渡のどちらを指しているのでしょうか。 最終引渡である。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1286 724 資料1 33 第94条　協議及び増加費用の負担等 回答746に示された基準を適用すると、消防法やビル管理法は、特にPFI事業者や国の施設のみを適
用対象にしているものでない限り、国負担割合0％の法律に該当するということでしょうか。そう
すると、例えば消防法の改正で設計変更を余儀なくされた場合や、ビル管理法の改正で維持管理の
コストが上昇した場合、いずれも国の施設又はPFI事業に限定的なものでない場合、すべて増加費
用は事業者負担となりますが、国におかれてはこれがPFI事業のあるべきリスク分担とお考えで
しょうか。ご認識を伺いたい。

ご指摘の点については、御意見として拝聴する。

1287 727 資料１ 33 第94条 １月２０日訂正分は条文を読みやすくするためのものであり、引き続き法人に課される税制度の変
更による増加は、利益に課されるもの以外は国負担としていただけませんでしょうか。

訂正表のとおりとする。

1288 734 資料1 33 不可抗力 逸失利益までは要請しませんが、事業者の固定操業費、借入金元利払い等の金融費用（元本は引渡
し前の不可抗力による運営開始遅延の場合のみ）等は、国との協議対象になると考えてよろしいで
すか

お考えのとおりである。

1289 735 資料1 33 不可抗力 本件事業者がSPCであることに鑑みれば、SPCのキャッシュフローに影響を及ぼす場合、すなわち
SPCによる事業契約の履行のための費用に増加が生じる場合はすべて「重大なもの」と認識してお
りますので、ご理解ください。

キャッシュフローに影響を及ぼす度合いを参考としつつ、客観的に公平に反するか否かにより判断
することとなる。したがって、「すべて重大なものとの認識」については改められたい。

1290 735 資料1 33 不可抗力 95条2項に言う「重大なもの」とは契約関係から見て、事業者に負担させることが客観的に公平に
反すると思われるものをいい、さらにここでいう「公平」とは、増加費用と契約金額との関係を勘
案して判断するとのご回答ですが、「増加費用と契約金額との関係」とは契約金額に占める増加費
用の割合のことを示しているのでしょうか？
仮にそうだとしたら、具体的に何％でしょうか？
首都圏における不可抗力（特に地震リスク）については重大なリスクのひとつであり、事業者とし
ては提案書提出までにはそのリスクの分担及びヘッジ方法をクリアーにしなければならないリスク
のひとつと思料します。是非とも明確なご回答をお願いします。

事業に対する影響や既存の公共工事における不可抗力の取扱いを参考としつつ、個別具体的に判断
されることとなる。

1291 735 第4回質問回答書
資料１．　P.33.
第95条「不可抗力」

14 不可抗力に伴う費用負担協議 地震による場合を除き,不可抗力による損害負担については依然として”重大なものについては協
議”となっており、事業者としてはそのﾘｽｸ管理の具体的な対応策がとれない状況です。　せめ
て”重大なもの”の判断基準（例えば、年間ｻｰﾋﾞｽ対価の１％を目途など）を示すことは出来ませ
んか。

事業に対する影響や既存の公共工事における不可抗力の取扱いを参考としつつ、個別具体的に判断
されることとなる。

1292 751 入札説明書について
の質問回答(第4回)

15 施設費等の支払留保に関し、以下の条件設定をご検討いただけますでしょうか。
①相当の利息付与
②支払留保される期間の上限設定(例：1ヶ月以内)

①支払留保の起因性に鑑み、設定しない。
②支払の留保は業務の改善が確認された段階で解除されるものであるため、上限は設定しない。

1293 754 資料1－1 1 1－1業績監視の基本的な考え方 警備・受付業務においても内部職員の責めに帰すべき事由により債務不履行が発生した場合は減額
はされないと理解して宜しいでしょうか。

内部職員の責が明白な場合は、減額しない。

1294 758及び749 資料1-1 1 1－2減額対象　　　　　　　1－2　減額の対
象となるサービス（表）

加点部分に相当する施設費やサービス対価の減額について回答No.749に目安となる計算式が示され
ていますが、具体的な参考計算事例をご提示いただけますでしょうか。

回答No.749の説明は具体的と考えている。これに加えて、国が入札価格等の例示を行うことは適切
ではない。

1295 767 資料1-1 7 3月1日 ご回答のご趣旨を事業契約締結までに、資料1－1に明記していただきたい（質問回答2番の『「事
業契約書」等』の「等」には、資料1－1も含まれ、質問回答の趣旨がすべて反映されるものと理解
しております。)と考えますが、いかがでしょうか。

原文のとおりとする。

1296 790 資料1-2 全般 11条は土地の瑕疵についての規定ではないように思われます。再度、ご回答願います。 原文のままとするが、民法上の瑕疵担保責任を排除するものではない。
1297 790 資料1-2 全般 土地の瑕疵についての貸主の責任について「第11条による」とのご回答ですが、貸付料が減免され

るという趣旨でしょうか。貸付料減免の他に損害賠償の請求は可能との理解でよろしいでしょう
か。

今回回答 No.1296 に同じ。

1298 790 資料１－２ 全般 土地の瑕疵は、甲乙の帰責事由ではないので、第11条により貸付料が減免されるという理解でよろ
しいでしょうか｡貸付物件の滅失既存でない土地の瑕疵による建物利用制約等も減免対象でしょう
か。

今回回答 No.1296 に同じ。

1299 793 資料2-2-22 1 公共空地の整備(主要な公共施設の配置）中
央広場

図に示された「中央貫通通路1号、2号の接続･回転位置」には、現地を確認させていただいたとこ
ろ霞が関ビルの給排気ガラリがあるように見受けられます。それらは移設、撤去されるものと考え
て宜しいでしょうか。さらにその移設、撤去はPFI事業には含まれないと考えてよろしいでしょう
か。

本件事業には、中央貫通通路1号、2号の接続・回転位置を設けるために霞が関ビル側の敷地におい
て必要な工事は含まれていない。

1300 794 資料２ 7 公共空地の整備 霞ヶ関ビルの車路図面が提示されましたが、あわせて霞ヶ関ビルへの風圧影響を検討する上で、是
非「現、霞ヶ関ビルの、外装材と構造部材を設定する際の風荷重の設定値もしくは、外装材、構造
部材に関する資料」の御提示をお願いできますでしょうか。

現時点では、ご要望の資料は提示できない。設計段階において、所要の生活環境に関する調査を実
施の上、適切に計画及び設計を実施されたい。

1301 799 資料2 18 7.所有区分「官庁棟及び官民棟の法令上の扱
い」

「防災センターは官庁棟・官民棟で計1ヶ所」とありますが、登記区分上両棟にそれぞれ防災セン
ター同等機能が必要と思われます。官庁棟、官民棟それぞれに防災センター機能を設ける計画で問
題ないでしょうか？

建築基準法及び消防法上１建物であることから、法律上の防災センターは全体で１か所であると考
えている。ただし、防災センターで行われる業務の遂行上、防災センターを置かない棟に業務を分
掌させる室を置くことは可能であり、事業者の提案による。

1302 806 資料2 44 電話交換業務の勤務シフト 電話交換業務の勤務ｼﾌﾄを検討するにあたり、各省庁へどの程度電話がかかってくるのかを勘案し
た上で適正なシフトを設定する必要があると考えます。ついては、各省庁ごとの1日あたりの入電
数のデータをご提示いただきたい。また、電話交換業務終了後の警備・受付業務における外部から
の電話対応は、電話交換業務の要求水準に準じて適切に対応することとなっていますが、警備・受
付業務従事者も（財）日本電信電話ユーザー協会の資格認定者を配置する必要があるのでしょう
か。

一日当たりの着信数については、次の調査結果がある。
　　文部科学省（文化庁を含む）　約5,790本
　　会計検査院　約310本
　　金融庁　約830本
なお、警備・受付業務従事者に（財）日本電信電話ユーザー協会の資格認定者を配置する必要はな
い。

1303 807 資料2 25 第4章　施設別要求水準
電気設備計画「受変電設備（特高受変電設
備）」

本事業において特高の受電方式は、同系統常用・予備、異系統常用・予備またはループ受電とす
る。と回答にありますが、スポットネットワーク受電方式は、採用できないと考えてよろしいで
しょうか。

お考えのとおりである。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1304 834 資料2 41 内部職員との協働 警備・受付業務、電話交換業務、公用車運行管理業務は「国の内部職員を考慮した勤務シフトを考
えて提案いただきたい。」と回答がありますが、守衛業務は警備業務と同様の業務を行うと考えて
宜しいでしょうか。その場合それぞれの業務の連携を考え各省庁ごとの守衛室（守衛休養室を含
む）と警備員控室とをすべて隣接して配置することは可能でしょうか。あるいは守衛室は上階の専
用部分に配置するべきでしょうか？

守衛業務と警備業務は同様の業務であるが、守衛室及び警備員控室等の配置については、事業者の
提案する警備計画を踏まえ設計段階で国及び事業者が協議の上決定する。

1305 834 資料2 41 内部職員との協働 内部職員が全ての業務を行う事業年度の、庁舎サービスセンター（事業者）における内部職員の管
理方法、管理体制及び業務における事業者とのリスク分担について具体的にご教示下さい。

内部職員が全ての業務を行う事業年度はない。なお、庁舎サービスセンターやその業務従事者と内
部職員との調整は庁舎管理室が行う。

1306 841 資料２ 52 売店業務規定 ＡＴＭ設置のための賃貸料はいくらでしょうか 現在であれば年額1㎡当たり90,000～95,000円（税抜き）程度となる予定であるが、建物の使用料
は、福利厚生諸室の運営業務開始までに設定することになる。

1307 854 資料2-2-18 6 基礎構造の改修方針案 1/31に開示して頂いた「旧文部省庁舎耐震診断及び耐震改修計画（本編）」では、重要度係数と補
正係数を考慮した必要保有水平耐力（I･α･Qun）が23,400ｔとなっていますが、大地震時の耐震ス
ラブ検討用せん断力は14,444ｔとなっています。その根拠のご提示をお願い致します。

新設耐震スラブの検討用せん断力の算定に当たっては、重要度係数及び補正係数を考慮しない。な
お、訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1308 854 資料2-2-18 6 基礎構造の改修方針案 1/31に開示して頂いた「旧文部省庁舎耐震診断及び耐震改修計画（本編）」では、耐震スラブの厚
さが600程度となっており、現状地盤レベルとの関係で江戸城外堀の遺構に大きな影響を与えると
考えられます。
耐震スラブをやめて保存棟の杭を増強し、水平力を処理して宜しいでしょうか。

耐震補強計画案（資料2-2-18）は、要求水準に基づく標準的な基礎補強計画案と考えている。事業
者は、開示されている基礎補強計画案を参考に、遺構への影響に配慮することを含め要求水準を満
足するよう、事業者の責任において適切に計画及び設計を行うものとする。

1309 854 資料2-2-18 4 上部構造の耐震補強計画案について 1/31に開示して頂いた「旧文部省庁舎耐震改修計画　構造計算書」では、建物内の耐震壁両側柱直
下に大きな軸力が作用し杭が必要と考えますが、遺構に配慮して建物内部に杭を打設して宜しいで
しょうか。

今回回答 No.1308 に同じ。

1310 857 資料2-2-18 旧文部省庁舎の耐震補強案 独自の検討によれば、P.7～P.14に示された耐震補強案は、所要の耐震性能を満足していないとの
結果が出されました。本件に関しては、国により示された耐震補強案を前提条件として設計を進め
なさいとの指示があった場合、仮にその条件で瑕疵が発生した場合、国の負担と考えて良ろしいで
すか?

今回回答 No.1308 に同じ。

1311 865 資料3 全般 ご回答の「想定していない」とは、国におかれては想定されないだけで、民間事業者側でそのよう
な事業スキームにしてもよいものと理解してよいか。

賃貸借契約はできないという主旨である。ただし、業務委託契約などによって、業務の履行に伴っ
て必要な利用は可能である。

1312 872 資料3-1 2 第9条 回答の中で、「事業者及び再委託業者が適正水準の利益を確保した上で、事業者には施設及び必要
な設備備品等が無償で提供されるという条件に鑑み、この他の事業者の経営上の努力から生じる利
益については、福利厚生諸室の運営全体がより良質かつ低廉となるよう還元することを想定してい
る。」とありますが、“適正水準の利益”とはいくらかという判断は困難で、国が求める価格水準
を満たしている状況の中で“事業者の経営上の努力から生じる利益”をすべて還元していくという
方式は、独立採算という事業の中で事業者の経営上の努力を妨げる結果になることが危惧されま
す。国が求める価格水準を満たせている場合の各事業者の利益を還元する幅については、事業者の
判断に委ねられていると考えてよろしいでしょうか。

福利厚生諸室の運営全体がより良質かつ低廉となるのであればお考えのとおりである。

1313 873 資料3-1 3 第10条 契約有効期間 「現行制度上、業務委託契約とPFI事業契約の契約期間は異なったものとならざるを得ない」旨の
ご回答を頂いているが、ここでいう「現行制度」とは具体的にどの法令に基づく制度を指している
のか？

PFI事業契約は、「民間資金等活用等の活用による公共施設等の整備等に促進に関する法律」第11
条に基づき19箇年度の契約となっているが、業務委託契約については、その前提となる国から共済
組合への土地、建物等の使用許可の期間が「国の庁舎等の使用又は収益を許可する場合の取扱の基
準について」（昭和33年蔵管第1号大蔵省管財局長通知）の十により、5年となることから、これに
合わせた契約期間となる。

1314 874 資料4 2 イ第2段階の都市計画の見直し　② 特定街区
の廃止及び一団地の官公庁施設の変更

地区整備計画決定がずれると、霞ヶ関街区の整備計画決定時期まで、霞ヶ関街区で高さや容積率な
ど基準法上の不適格な状態となると思われるがいかがか。　また、官庁街区のみの特定街区の一部
廃止とする場合は、霞ヶ関街区の特定街区を成立させる地区整備計画に内容変更が必要とならない
か。見解をお示しください。

市街地再開発事業の地区とそれ以外の地区の都市計画の見直しは、平成15年度内を目途に都市計画
決定がなされるよう同時期に行うことを目標としており、このことから、双方の地区を含む街区全
体について「霞ヶ関三丁目南地区地区計画」として一体的に都市計画決定されたところである。回
答No.874の質問回答は、万が一双方の手続き時期がずれた場合を想定したものであり、この場合に
あっては、関係法律等に対して齟齬がなく状況に合わせた適切な方策をとることとするが、具体的
には関係地権者等の協議となる。

1315 874 資料4 g イ第2段階の都市計画の見直し　② 特定街区
の廃止及び一団地の官公庁施設の変更

「特定街区の廃止に係る必要資料の作成は、国及び施行者の調整のもとPFI事業者が行うこと」と
ありますが、東京都との協議等は、国及び施行者が行うと考えて宜しいですか？

特定街区の廃止に係る東京都との協議は、特定街区に関係する関係地権者等によって行われると認
識している。

1316 874 資料4 2 イ第2段階の都市計画の見直し　② 特定街区
の廃止及び一団地の官公庁施設の変更

「PFI事業者に起因するリスク」とは具体的にどのようなことを想定していますか？ 特定街区の廃止に伴い、市街地再開発事業の地区内において定められる地区整備計画は、事業者の
提案による具体的な建築計画に基づくもので、かつ、これに係る資料の作成及び関係行政部局等と
の調整はPFI事業者が行うものであることから、これらの提案・手続き等に起因するものが想定さ
れる。

1317 887 資料5 7 3．協定・契約の締結 建設業務委託契約の条件につき「資料1の内容を基本とする」とのご回答ですが、具体的にはどう
いう内容でしょうか。

概ね資料1第4章の内容に添ったものとなる。

1318 891 資料5 8 4　ケ　PFI事業者保留床の利用方法等 質問No.891について、「当該承諾は、不合理に留保・拒否又は遅延されないとの理解でよいか。」
の部分に対するご回答をお願いします。

資料5-1第17条に係る承諾は、やむを得ない事情があれば、不合理に留保・拒否又は遅延されな
い。なお、やむを得ない事情の内容については回答No.370を参照されたい。

1319 894 資料5 9 5 修繕積立金の質問に対し、「国については必要な際にその都度費用を負担する」とのご回答があり
ます。修繕にかかった費用は、そのかかった年度に、平準化されて支払われる維持管理運営費とは
別途、支払がなされるとの理解でよろしいのでしょうか。（国が修繕積立を行わないかわりに、事
業者が積立を行う必要もないという理解でよろしいでしょうか。）

回答No.894は、本件事業の事業期間終了後の国が必要と認める修繕に関する国の考え方を示したも
ので、必要な予算措置を行った上で費用負担することを予定しているものである。また、事業期間
中においては、国は事業者に対して必要な修繕費用を平準化して各年度に支払い、事業者が修繕業
務を自らまたは受託業者等をして行うこととしており、国及び事業者が管理組合に修繕積立金を支
払うことは想定していない。

1320 901 資料5-1 1 第2条 ここでいう「事業関連図書で規定される権利義務」、「乙及び丙に対して適用される」の意味が不
明確と思われる。それぞれ具体的にどのようなことを指しているのでしょうか。

国への事業提案の内容が以後の協議の土台となるということを意味する。

1321 901 資料5-1 1 第2条 「乙（PFI事業者）は、丙のPFI事業者保留床に係る保留床譲渡契約の締結について連帯して保証す
る」というご回答を頂いていますが、これは同契約の締結義務についてのみ連帯保証するという趣
旨であり、同契約上丙が負う義務を連帯保証するという趣旨ではないと理解してよいでしょうか。

よろしい。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1322 903 資料5-1 1 第5条 設計業務及び建設業務にかかる業務委託契約の契約書案は事業契約締結までに提示され、民間事業
者側と内容について合意することと理解しておりますが、このような理解でよろしいことをご確認
ください。

事業契約締結までに、契約書案の提示は行うが、内容についての合意は各契約締結までに行うもの
とする。

1323 920 資料5-1 4 第15条（譲渡代金の支払い） 甲の責めに帰すべき事由により契約解除となった場合、違約金が生じないとされておりますが、回
答NO.366における丙の事由による場合と比較し片務的と思われます。再度ご検討いただきたくよろ
しくお願い致します。

違約金は生じないが、損害賠償請求は妨げていない。

1324 921 資料5-1 4 第16条 甲の責めに帰すべき場合であるので、甲が乙や丙に生じた損害を賠償する前提での協議と考えてよ
ろしいでしょうか。

規定外事項として行う協議は、損害賠償を前提とするものではない。

1325 932 資料5-1 全般 基本協定書に登場する諸契約の内容については、PFI事業契約までに示され、落札者側と内容につ
いて合意することが前提と考えておりますが、この理解でよいことをご確認ください。

事業契約締結までに、契約書案の提示は行うが、内容についての合意は各契約締結までに行うもの
とする。

1326 936 市街地再開発事業 9 ア.支払う対価 霞山ﾋﾞﾙの解体・除去は民間床引渡し後の作業となりますが、施設の設計・建設費と同様に民間床
引渡し後遅延なく一括払いされるという理解でよろしいでしょうか。

霞山ビルの解体・除去工事が完了した時点で支払う。

1327 936 市街地再開発事業 9 支払う対価 地上部分の解体費は公団への提示価格に含めないで提案するのでしょうか。また、その地上部分の
解体は「原則」ＰＦＩ事業者が受けることとなりますが、収支計画書に（関連事業等として）盛り
込むのでしょうか

含めない。また収支計画には盛り込まない。

1328 947 資料8 7 3　事業の対価の支払方法　1．各費用の支払
算定方法　（1）　施設費等の支払額算定方
法　②　割賦手数料の支払額の算定方法

本ご回答は、「事業者の資金調達方法を制限しているものではない」となっており、ここで想定さ
れているのは、国の支払が元金均等返済でありながら、事業者の資金調達が元利均等返済という
ケースと思われます。訂正表（1／31分）P.8では、「割賦手数料は元金均等を原則とする支払金利
により算定する。」と修正されていますが、この意味するところは国が「割賦手数料を元利金等を
前提とする支払金利により算定する」ような例外はない、ということでしょうか。確認させてくだ
さい。

当該質問はお考えのケースに限定されているとは読みとれず、また、「国が「割賦手数料を元利金
等を前提とする支払金利により算定する」ような例外はない」との説明も国は行っていない。

1329 955 資料9 11 №24 事業終了時の対応 ご回答の主旨から致しますと、基本計画説明書「事業終了時の対応」【様式2-3-21】は、加点評価
の対象は官民棟の民間収益施設のことだけで、それについてのみ記載すれば良いということなので
しょうか?

様式2-6-1は、民間収益施設を評価、様式2-3-21は建築計画全体を評価する中で民間収益施設に着
目したものである。これを踏まえて、両者を同じ内容で記述するか否か、民間収益施設についての
み記載するか否かは入札参加者の判断による。

1330 958 資料9 14 配置・想定業種の適切さ ご回答の主旨から致しますと、民間収益施設整備計画書【様式2-6-1】は、基本計画説明書「事業
終了時の対応」【様式2-3-21】の民間収益施設に関する提案と同じ内容を記載することになります
か?

今回回答 No.1329 に同じ。

1331 963 資料10 3 第7条3項(2) ご回答中、「処分先として適当であるかどうか」は、どのような基準（客観的な基準であることが
当然と理解しますが）、で判断されるのでしょうか。

ご指摘のとおり客観的な基準であるが、その具体的な基準については今後検討する。

1332 963 資料10 3 第7条第3項（2） ｢事業期間が終了するまで」との規定であるが、これは平成34年3月31日までであり、これ以降にお
いてはＳＰＣの株式等については、国による承諾を得ることなく、何らの制限なく処分することは
可能であるとの理解でよいか。

お考えのとおりである。

1333 964 資料10 3 第7条3 種類株式についても過半数を入札参加者が占めることが必要な旨ご回答をいただいています。これ
は種類株式の発行も可能という理解でよいでしょうか。可能だとすれば、民間収益施設の収支に連
動するトラッキングストックの発行も事業者の判断で可能と考えてよいでしょうか。

前段については、お考えのとおりである。後段については、PFI事業と民間収益事業を単一の株式
会社が行うことを想定していることから不可能ではないかと考えるが、事業者が法的に可能と判断
してご提案された内容について国が適切であると認める場合には、差し支えない。

1334 968 資料10 8 出資者誓約書　記8 本契約の終了日である平成34年3月31日以降の日におけるSPCの株主構成の変更については国の事前
の承諾は不要との認識でよろしいでしょうか。

お考えのとおりである。

1335 971 様式集及び記載要領 10 ２（２）企業名の記載 提出の際に様式毎に分けて編集し封筒に入れることとされていますが、封筒の記載事項についてご
指示下さい。併せて各様式集の右肩にある「番号」欄の記入についてもご指示下さい。

内容物、番号が判別できるよう、適宜記入されたい。

1336 978 実施方針に対する質
問と回答

17 250 本ご回答は、実施方針におけるリスク分担表と、入札説明書におけるリスク分担についてその解釈
が若干異なるものの一例かと存じますが、他にリスク分担表におけるリスク分担が入札説明書にお
けるリスク分担と異なるとお考えの部分がございましたらご教示いただきたく宜しくお願いいたし
ます。
特に、実施方針におけるリスク分担表の不可抗力の取扱いにつき、リスク分担表どおりと理解して
よろしいのでしょうか。

入札にあたってのリスク分担は契約書案、質問回答及び訂正表による。
なお、不可抗力の取扱いは実施方針のリスク分担表どおりではない。

1337 978 実施方針添付リスク
分担表

17 実施方針に対する質問回答 978の回答で、リスクＮｏ9につき考え方が記載されてますが、これによりＮｏ9のリスク分担は国
が主負担、事業者が従負担（保険分）と変更されたと理解してよろしいですか

入札にあたってのリスク分担は契約書案、質問回答及び訂正表による。

1338 978 実施方針添付リスク
分担表

17 実施方針に対する質問回答 978の回答で、リスクＮｏ9につき考え方が記載されてますが、ＮＯ23について、「施設引渡し前は
Ｎｏ9の回答と同じ」との説明ですが、具体的に何が同じなのでしょうか　ご教示ください

訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1339 978 実施方針添付リスク
分担表

17 実施方針に対する質問回答 978の回答で、Ｎｏ43については、リスク分担は国のみ（事業者の過失なしとの前提）に変更と理
解してよろしいですか

今回回答 No.1337 と同じ。

1340 987 資料1 6 第10条2　図書の利用及び著作権 ご回答の「国と事業者との関係においては規定の通りである」の趣旨をご教示ください。著作権は
物権的権利であり、関係する当事者によって帰属が異なるように扱われてもよいものではないと考
えます。また、もともとの質問の「著作権法上可能でしょうか」という質問に対する回答を頂戴し
たいと考えます。

訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1341 989 資料1 6 第10条2　図書の利用及び著作権 質問の答えとして不十分なように思われます。再度ご回答を頂戴できないでしょうか。 今回回答 No.1340 に同じ。
1342 995 資料1 11 第23条 業務内容の変更等 第2項の規定に従って事業者が国から業務内容の変更の要請を受けた場合、事業者は検討結果を国

に通知するとありますが、事業者が検討の結果「変更不可」という結論を出した場合には国はその
意向を考慮するのでしょうか。

事業者による変更内容の検討結果が不可である場合、技術的に実施不可能である等不可とする理由
が合理性・客観性を有すると認められれば、その意向を考慮する用意がある。

1343 997 資料1 11 第24条　増加費用の負担等 98条による協議が行われる場合、すくなくとも問題となっている設計変更は国が必要と認める場合
に実施されるものですので、協議の基本的な考え方としては、国が合理的な範囲の増加費用を負担
する前提で、その範囲、金額並びに支払方法を協議するものと理解しますが、よろしいでしょう
か。

協議において、当該増加費用が国による変更要求と相当因果関係の範囲にあるかを判断し、範囲内
である場合は、その取扱いについて更に協議することとなると考える。

1344 998 資料1 11 「業務内容の変更等」と「増加費用の負担
等」

ご回答の趣旨を事業契約書に明記していただけますでしょうか。 訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。なお、回答により解釈は示しているため、条文修正は行
わない。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1345 998 資料1 11 「業務内容の変更等」と「増加費用の負担
等」

第26条は、第22条第3項の定めにより事業者より国に提出し、国が受領した設計図書の変更です。
回答には、本件施設費（第2条(36)）の変更を伴わず費用の発生はないとあるが、本件施設費を構
成するもののうち、少なくとも設計費の増大は必至である。第24条の適用が妥当と考えますが、も
し、そうでない場合、工期及び本件施設費等の変更を伴わない実施設計図書の変更を例示して下さ
い。

今回回答 No.1344 を参照。

1346 1000 資料1 12 「業務内容の変更等」と「増加費用の負担
等」

費用負担の増加を発生させないための措置と回答されておりますが、この場合の設計図書の変更を
事業者が行えば、回答No．998と同じ質問となります。

今回回答 No.1344 を参照。

1347 1019 資料1 21 第59条 第三者に及ぼした損害 ここにいう「本件施設の引渡」とは「最終引渡」を指しているとの理解で差し支えないでしょう
か。

先行引渡である。

1348 1022 資料1 22 福利厚生諸室の運営業務 委託業務の内容についても、PFI事業契約締結までに協議して確定させることをご検討願えないで
しょうか。この点が決まらなければ、事業者側の資金調達にとって非常に大きな障害となります。

業務委託の内容は、資料2の業務要求水準書のとおりである。なお、サービスの価格や内容につい
ては、事業者の提案後運営業務の開始までには約4年間の期間があること、さらに、15年間の長期
にわたる運営業務であることから、運営業務の開始まで（運営開始後もその変更が必要なとき）に
協議して定める。質問回答別紙 (1月31日公表分) を参照のこと。

1349 1027 資料１ 24 第74条 （事業者の債務不履行等による契約
終了）

引渡前における事業者の債務不履行による契約終了時の出来高部分の支払に係る利息について、2
月7日公表の訂正表により「再計算利息」が示されておりますが、本契約終了時点における国の調
達金利について具体的にお示し下さい。

再計算利息の計算根拠となる金利は、本契約終了時点における、国が選択する支払期間に対応する
国の調達金利であり、現時点で具体的にお示しすることは困難であるものと考える。

1350 1027 資料１ 24 第74条 （事業者の債務不履行等による契約
終了）

2月7日公表の訂正表による「再計算利息」は国の選択した支払方法に対応する本契約終了時点にお
ける国の調達金利と、割賦手数料算定の基礎となった本件工事着工時点で改訂された金利のいずれ
か低い利率となっておりますが、国の調達金利の動向によって事業者が受け取る金利が変動するこ
とは資金調達上支障となりますので、工事着工時点で改訂された金利＋事業者提案スプレッドの金
利に基づき支払うようにしていただけませんでしょうか。

訂正表のとおりとする。なお、再計算利息の適用は、あくまでも事業者の責による契約解除時に限
定される点に留意されたい。

1351 1031 資料1 25 第75条　不可抗力による契約の終了 ①、②及び③のご回答の趣旨をPFI事業契約に明記していただけないでしょうか。 回答No.1031により解釈は示しているため、条文修正は行わない。
1352 1034他 資料1 26 （事業者の債務不履行等による契約の終了）

第77条2二
ご回答にあります訂正文では、「国が定めた期日」とは「平成34年4月30日を越えないものとす
る」となっていますが、金利負担を考慮すれば国にとっても速やかに支払ったほうが望ましいと思
われます。「予算措置がとり次第、速やかに支払う」旨の文言を付け加えていただくことは可能で
しょうか？（同様の訂正（74条2項、75条2項2号、76条2項2号、77条2項などにも同様な修正をお願
いできますでしょうか？

様々な要素を勘案したうえ判断することとなるため、原文のとおりとする。

1353 1045 資料1 26 第77条　事業者の債務不履行等による契約の
終了

第2項二　イの事例について、「後日公表する予定である」とのご回答ですが、具体的にいつ公表
いただけますでしょうか。

2月28日公表の「第77条第2項第2号イのイメージ図」を参照のこと。

1354 1049 資料1 27 第78条　国の帰責事由による契約の終了 ⑥のご回答の趣旨は、もともとの質問内容が国の帰責事由による解除の場合で民間収益施設の継続
が出来ない場合の民間の損害の補償に関してのものですので、民間収益施設の存置が出来ない場合
には国が事業者に生じた損害の賠償を行うことについてその金額や支払い方法の協議を含むものと
理解してよろしいでしょうか。

お考えのとおりである。

1355 1049 資料1 27 第78条 ①について、引渡後の国の帰責事由は支払遅延以外に事業契約上の義務不履行は入りませんか？ 国の債務不履行は、支払遅延以外は想定していない。

1356 1071 資料1 31 第89条　国の買い取り権 ご回答のうち⑦については、国の帰責事由により解除される場合も、国が時価または簿価の低いほ
うの価額で買い取ることが出来るとするのは不公平ではないか。民法の相当因果関係による損害で
あれば、その責めに帰すべき事由により契約の解除に至った場合は、時価相当額の損害を賠償しな
ければならないことに比べて、著しく国に有利ではないのか。この点のご認識を伺いたい。

訂正表 (2月28日公表分) を参照のこと。

1357 1077 資料1 32 第93条　保証 履行保証保険に係る保険証券の提出については原文の通りとする、とのご回答ですが、建設工事の
委託契約の締結時期等の事由により履行保証保険の付保時期が事業契約締結時期より遅れる可能性
もございますので、再度のお願いになりますが『本契約締結後』は『履行保証保険の締結後速やか
に』と変更いただくようご検討ください。

原文のとおりとする。

1358 1081 資料1-1 17 4-3-(1)③当期の減額の合計が当期の維持管
理・運営費全体を超えた場合

「当期が年度下半期の場合は、当期及び前期（前期の支払留保がある場合）の施設費等を支払った
上で、翌期（翌年度上半期の支払）に支払留保期間を繰り越し」とありますが、これは下半期は支
払留保はないという理解でよろしいでしょうか。

お考えのとおりである。ただし、支払の留保期間は繰り越される。

1359 1089 資料1-2 1 第1条　貸付物件 「入札に当たっての地代算定の考え方」により、計算式が開示されておりますが、地代率3.5%を決
められた具体的な根拠をご開示頂き度い。また、かかる3.5%という地代率は今後、如何なる場合に
おいても、見直される余地は無いのでしょうか。

入札にあたっての地代率は民間精通者の意見による。また、地代率を含め貸付料は、契約締結まで
に民間精通者の参考価格等により国が設定する。なお、地代率は、資料7のとおり急激な社会経済
状況の変化により、見直しが合理的であると判断される場合においては見直される。

1360 1091 資料1-2 2 第6条　貸付料 「建設期間中の貸付料は完成後より低額にすることは想定していない」となっておりますが、2月7
日の回答で示された「入札に当たっての地代算定」によりますと、開業前地代が膨大な金額となっ
てしまいます（想定　15億円以上）。事業者には過大な負担となるため、低減につきご再考いただ
けないでしょうか？

原文のとおりとする。

1361 1096 資料1-2 4 第18条　契約の解除 国有財産法24条により解除された場合の補償の内容について具体的にご教示ください。 補償については国有財産法による。現時点では内容を具体的に提示することはできない。
1362 1096 資料１－2 4 第18条 補償額に逸失利益が含まれるかは国有財産法24条2項の規定する補償の解釈によるという理解でよ

ろしいでしょうか。
お考えのとおりである。

1363 1097 資料1-2 4 第18条　契約の解除 ご回答中、国が国有財産法により補償を行う場合の具体的な内容および根拠条項についてご教示く
ださい。補償の内容を定めた通達、内規等ございましたら、あわせてご教示下さい。

補償の根拠は国有財産法第24条第2項による。補償の内容を定めた通達、内規等はない。

1364 1097 資料1-2 4 第18条 ③｢契約終了により国が賃貸人の地位を承継することはない」との回答であるが、第18条により国
有財産有償貸付契約が解除された場合、乙が賃借人(テナント）を退去させる義務を負担すること
になるのと理解でよいか。この場合、賃借人が退去するまで乙は賃貸人の地位を維持することがで
きるとの理解でよいか。あるいは、賃借人が退去するまでに乙は賃貸人の地位を失った場合、賃借
人は国から不法占拠者として取り扱われるものとなるとの理解でよいか。

第18条1項により国有財産貸付契約を解除されたことによって直ちに乙が民間収益施設の賃貸人の
地位を失うものではない。なお、訂正表（2月28日公表分）を参照のこと。また、乙は不法占有者
となる。

1365 1097 資料1-2 4 第18条　契約の解除 質問⑤に対し、「貸付期間の満了時に国が契約更新を希望する場合及び第18条による契約終了の場
合には、事業者に建物買取請求権は生じない」とのご回答ですが、貸付期間の満了時に更新されな
い場合は、建物買取請求権が生じるとの理解でよろしいでしょうか。

ご質問の場合であっても、国が契約の更新を希望したときは事業者に建物買取請求権は発生しない
と考えている。
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回答No 前回回答No 資料名 頁 項目 質問 回答

「入札説明書についての質問回答」に対する再質問回答

1366 1097 資料1-2 4 第18条　契約の解除 ⑤にて、「貸付期間の満了時に国が契約更新を希望する場合及び18条による契約終了の場合には、
事業者に建物買取請求権は生じないと考えている。」とのご回答ですが、貸付期間の満了時には借
地借家法第13条に基づき事業者は国に対して建物買取請求権を行使できるものと考えておりますの
で、前段の「国が契約更新を希望する場合」は「国と事業者の間で契約更新すると決定した場合」
と訂正いただきたく宜しくお願いいたします。

今回回答 No.1365 に同じ。

1367 1097⑤ 資料１－2 4 第18条 事業者の帰責事由なく、かつ国有財産法24条1項による場合でもない場合に、国が更新を希望しな
い場合は、買取請求が認められるという理解でよろしいでしょうか。回答No.１３３反対解釈。

今回回答 No.1365 に同じ。

1368 1097 資料1-2 4 第18条 ⑤「貸付期間満了時に国が契約更新を希望する場合」においては、契約更新における契約条件は国
と事業者の協議によるものとの理解でよいか。あるいは、国が一方的に契約条件を定めて、事業者
がこれに従わなければならないものとなるとの理解でよいか。前者の場合、協議が成立しないと契
約更新もできないため、国に対して建物買取請求を行うことはできないとすれば、事業者は建物を
無償で手放さなければならない事態に陥るものと考えられるが、このような理解でよいか。

貸付期間満了時に国が契約更新を希望する場合においては、契約更新における契約条件は国と事業
者の協議による。なお、土地の貸付料については、民間精通者の意見価格等を基に国において決定
する。

1369 1097 資料1-2 4 第18条 契約の解除 事業契約の中途終了が国有財産貸付契約の終了事由になる旨のご回答をいただいていますが、その
根拠はどの契約・法令のどの条項でしょうか。 （第1項の「乙が本契約に定める義務に違反した場
合」に事業契約の中途終了が含まれるとは読み取れません。）

事業契約の終了により、事業者はPFI法上の選定事業者の地位を失うため、PFI法第11条の2第2項に
基づき国と事業者間で締結されていた国有財産有償貸付契約は国有財産法第18条1項違反となり、
同条2項により当該違反行為は無効となることによる。

1370 1097・1098 資料1-2 4・5 第18条 契約の解除・第20条 損害賠償等 第18条第1項、第20条第1項は、事業者の法律上の解除権、損害賠償請求権を排除するものではない
旨ご回答いただいています。それは、契約上に明示の規定がないとはいえども、国による契約不履
行の場合には事業者が民法等の規定に基づいて契約解除、国への損害賠償請求を行うことが可能と
理解してよいでしょうか。 また、資料1の事業契約、資料10の基本協定等、他の諸契約においても
同様の権利が排除されていないと考えて差し支えないでしょうか。

契約上別段の規定がない限りお考えのとおりである

1371 1126 資料5 2 売却予定保留床の処分 訂正表（2月7日公表分）により、「PFI事業者に出資する法人のみで設立する新たな会社」も保留
床を取得することが認められましたが、この会社にPFI事業者に出資する全ての法人が出資する必
要はないとの理解でよろしいでしょうか。

お考えのとおりである。

1372 1130 資料5 2 売却予定保留床の処分 再度の質問で恐縮ですが、売却予定保留床をPFI事業に出資する会社の子会社が取得することは可
能でしょうか。また、子会社でも100%子会社とそれ以外で違いがあるでしょうか。

出資要件を満たしていない単なる子会社は不可。なお「PFI事業者に出資する法人のみで設立する
新たな会社」は可能。

1373 1136 資料5-1 4 第17条 「予定がある場合には、今回公団への提案に盛り込む」とありますが、予定の有無のみを記載すれ
ばよろしいでしょうか。譲渡先、時期等の詳細が必要でしょうか。

スキームも含めた詳細な提案が必要。

1374 1139 資料7 1 1．設置の根拠 ご回答の趣旨が理解できないので、もう少し詳細にご説明願えないでしょうか。また、今後の措置
が必要ということであれば、現在ご検討されている措置の内容についてご開示願えないでしょう
か。

民間収益施設については、PFI法の対象範囲であり、PFI法の規定により、行政財産を貸し付けるこ
とが可能である。
PFI事業者保留床、民間権利者保留床及び民間権利床については、法律上の措置も含めて支障がな
いよう措置することを検討している。

1375 1139 資料7 1 １．設置の根拠 官民棟の敷地利用権は、官民棟区分所有者による準共有となり行政財産上に私権の設定を認めるよ
うな権利状態になることと国有財産法１８条１項との関係についてどのように考えるべきかの検討
結果をご教示ください。場合により回答No.26④の競落人に準共有の借地権を与えることもありま
すか？

今回回答 No.1374 に同じ。

1376 1145 第5回質問回答書
資料８．　P.7.　第
10条「貸付料」

11 貸付料 貸付料については「別紙」の考え方による、とされていますが,事業者のｷｬｯｼｭﾌﾛｰ算出にあたって
は具体的な数値化が不可欠です。　この数値化は事業者の判断による算出となるのでしょうか。あ
るいは事業者側で貸付料を決めることが可能ですか。

入札資料作成にあたっては別紙にて提示した貸付料とするが、民間収益施設は事業者の責任におい
て行うことを求めているものであるので事業者にて判断されたい。実際の貸付にあたっては民間精
通者の意見価格等を基に国が決定する。

1377 1147 資料8 4 （3）その他費用 税制の取扱については資料1第94条2項及び第96条による、とありますが、逆に税制改正により提案
上見込んでいた税額が減額されたり廃止となった場合、当該税金は提案時の金額が国から事業者に
支払われるのでしょうか、それとも改正に合わせて調整されるのでしょうか。例えば、「新増設に
かかわる事業所税」を提案上見込んでいた場合、同税が廃止されても支払っていただけるのでしょ
うか。

減額については、資料1第94条3項による。
事業所税については前回質問回答No.1146を踏まえて提案のこと。

1378 1147 資料8 4 （3）その他費用 当該項目に税金や税引後利益の相当額を計上するようになっていますが、割賦手数料の提案ｽﾌﾟﾚｯ
ﾄﾞに結果的にこれらの全部または一部が含まれていてもよろしいでしょうか。

よろしい。

1379 訂正表(1/31
付)
入札説明書資料１
建物等の建設及び維
持管理並びに運営に
関する契約書(案)

32 第91条4項(訂正表(1/31付)による訂正項
目：株式譲渡に関する国への確認)

融資金融機関が株式譲渡を求めた場合には、本条項は適用されないとの理解でよろしいでしょう
か。

事業者に融資している金融機関が株式譲渡を求めた場合であっても、本条項は適用される。

1380 訂正表(2/7
付)
入札説明書資料１
建物等の建設及び維
持管理並びに運営に
関する契約書(案)

3 第3条4項(訂正表(2/7付)による訂正項目：
国による相殺)

｢法令の範囲に内において対当額で相殺することができる。｣の｢法令の範囲内｣を具体的に教示いた
だけますか。

民法及び国の債権の管理等に関する法律が挙げられる。

1381 訂正表(2/7
付)
入札説明書資料１
建物等の建設及び維
持管理並びに運営に
関する契約書(案)

24 第74条2項(訂正表(2/7付)による訂正項目：
再計算利息)

再計算利息の算定に際し、本契約終了時点の国の調達金利と本件工事着工時点で改訂された金利の
いずれか低い利率を基準とすると,国の調達金利の方が事業SPCの調達金利より低い場合、SPCにお
いて当該金利を負担することができません。国の調達金利を基準とする想定につき再考願えないで
しょうか。、

訂正表のとおりとする。なお、再計算利息の適用は、あくまでも事業者の責による契約解除時に限
定される点に留意されたい。

1382 訂正表(2/7
付)
入札説明書資料１
建物等の建設及び維
持管理並びに運営に
関する契約書(案)

26 第77条2項(訂正表(2/7付)による訂正項目：
違約金)

｢ｻｰﾋﾞｽ対価の残額の100分の10に相当する違約金｣とすると事業期間前半につき、違約金が過大とな
ります。違約金の規定を再考願えないでしょうか。

原文のとおりとする。
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